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地域医療アドバイザー派遣事業について（案） 

 

 

１ 趣 旨 

 地域医療の確保及び医師の確保に取り組む都道府県を支援するために、都

道府県からの要請に基づき厚生労働省が委嘱した地域医療アドバイザーを派

遣するものである。 

 

２ アドバイザーの任務 

・ 医療機能の分化・連携の方策の助言・指導 

・ 医療機能の集約化・重点化の実施に関する助言・指導 

・ 医師確保対策に関する助言・指導 

・ その他厚生労働省医政局指導課長が必要と認める事項 

 

３ 手 順 

① 都道府県医療対策協議会での検討を踏まえ、都道府県から厚生労働省（地

方厚生局経由）に対し派遣要請書（様式１）を提出する。 

② 厚生労働省において、地方厚生局の協力のもと派遣要請書の精査と確認。 

③ 派遣が必要と認められる場合に、地域医療支援中央会議の意見を踏まえ、

厚生労働省（地方厚生局経由）から都道府県に派遣決定書を交付する。 

④ 都道府県から厚生労働省（地方厚生局経由）に対して事業計画書（様式

２）を提出する。 

⑤ アドバイザー及び同行者として職員を派遣する。 

⑥ 都道府県から厚生労働省（地方厚生局経由）に対して事業報告書（様式

３）を提出する。 

⑦ ３年以内に、都道府県から厚生労働省（地方厚生局経由）に対して事後

報告書（様式４）を提出する。 

 

４ アドバイザーの位置づけ等 

 医療計画・医療経営・医療政策等に関し優れた見識を有する者の中から、

厚生労働省において委嘱する 

 （庶務は厚生労働省医政局指導課で行う） 

 

【参考】当面の予定 

・アドバイザーの委嘱は１０人程度 

・派遣は年１２回程度 

・経費（謝金・旅費）は、初回のみ厚生労働省負担 



⑨幹事会において内容の精査及び派遣の決定 

（厚生局担当者含む。） 

地域医療アドバイザー派遣事業（案） 

 
 

 

（３年後をメド） 

・成功事例の蓄積 

（当該年度内） 

都道府県（医療対策協議会） 

④ 支援要請 

厚生労働省 

⑤地域医療確保策の検討 

   地域医療アドバイザーの要請 

   を決定（複数の場合は優先順位を

付ける） 

地方厚生局 

⑧派遣要請書申達 

（厚生局長→医政局指導課長） 

⑭事業計画書申達 

⑩派遣決定連絡 

（医政局指導課長→厚生局長） 

（アドバイザーの決定は事務局） 

⑮派遣アドバイザーの決定 

②派遣要請の照会 

 ⑥派遣要請 

⑪派遣決定の連絡 

⑱事業報告書提出 

⑲事後報告書提出 

地域医療支援中央会議 

① アドバイザーの決定及び委任手続き 

（医政局長→アドバイザー（１０人程度） 

委嘱状→承諾書・承認書）

⑦派遣要請書の内

容確認 

 

⑬事業計画書の内

容確認 

 

⑯都道府県及び

アドバイザーと

の日程調整 

※ アドバイザーの同行者として職員を派遣 

地域医療の確保に困っている地域 

③照会

（都道府県   厚生局長）

（内容精査にかかる確認・追加依頼等）

⑫事業計画書提出 

⑰ アドバイザー派遣 

を実施 


